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調査方法はいずれも調査票を用いた郵送調査。厚生労働省より提供を受けた全国の事業所名簿をもとに対象事
業所を抽出。利用者票は、事業者において一定の条件により無作為抽出・回答した。

令和２年１月31日時点

※１ 一定の条件で、対象事業所で利用者を抽出したため、母集団、発出数は不明であり、これに伴い回収率、有効回収率も不明である。
※２ 災害救助法の適用地域を除き発送

○訪問看護サービス及び看護小規模多機能型居宅介護サービスにおいて、平成30年度

介護報酬改定における見直しがサービス提供にどのような影響を与えたかについて提
供実態とともに把握し、次期介護報酬改定にむけ、サービスの質を担保しながら効果的・
効率的な事業運営の在り方の検討に資する基礎資料を得るための調査を行う。

１．調査の目的

２．調査方法
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（４）訪問看護サービス及び看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供の在り方に関する調査研究事業

調査対象 母集団 抽出方法※２ 発送数 回収数 回収率 有効回収率

訪問看護ステーション票 10,273 無作為抽出 2,500 1,391 55.6% 51.9%

利用者票 ※１ 無作為抽出 ※１ 2,610 ※１ ※１

病院・診療所票 1,470 無作為抽出 750 307 40.9% 36.3%

利用者票 ※１ 無作為抽出 ※１ 610 ※１ ※１

看護小規模多機能型居宅介護事業所票 554 悉皆 537 241 44.9% 43.9%

利用者票 ※１ 無作為抽出 ※１ 720 ※１ ※１
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図表1 訪問看護ステーションの開設主体（回答数1,297）

図表２ 訪問看護ステーションの看護職員規模（常勤換算数）別
の事業所数（回答数1,297）

【訪問看護ステーション：基本情報（問3、7）、病院・診療所：基本情報（問3、4）】
○訪問看護ステーションの開設主体は、「営利法人」が46.3％、「医療法人」が27.7％であった。
〇看護職員規模（常勤換算）別事業所数は、5人未満が54.8％であった。
○病院・診療所の開設主体は、「医療法人」が64.3％であった。病院・診療所の施設の形態は「無床診療
所」が48.5％であった。

３．調査結果概要

※法人種別の分布は、母集団と概ね相違なく、偏りがないことを確認した。

（４）訪問看護サービス及び看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供の在り方に関する調査研究事業

27.7% 46.3% 7.3%

3.2%

1.8%

5.2%

2.2%

2.0%

1.7%

1.7%

0.8%
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医療法人 営利法人 社会福祉法人

医師会 看護協会 その他の社団 財団法人

協同組合 地方公共団体 特定非営利活動法人

その他 無回答

18.4% 64.3% 3.3%
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2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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図表３ 病院・診療所の開設主体（回答数272）

図表４ 病院・診療所：施設の形態（回答数272）

35.3% 16.2% 48.5%
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病院 有床診療所 無床診療所

14.1% 40.7% 21.0% 12.2% 7.5% 4.5%
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2.5～3.0人未満 3.0～5.0未満 5.0～7.0未満

7.0～10.0未満 10.0人以上 無回答

54.8%
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【看護小規模多機能型居宅介護：基本情報（問3、8、10、12、14、16、18）】
○経営主体は、「営利法人」が41.9％であった。
○訪問看護事業所の指定「有」が72.5％、居宅介護支援事業所の指定「有」は34.7％、共生
型サービスの事業所としての指定「有」は5.1％、登録特定行為事業者または登録喀痰吸
引等事業者としての登録「有」は33.9％であった。

○管理者の職種は、「保健師・看護師」が54.7%、「介護福祉士」が34.3%であった。
○登録定員の平均は27.7人、通いの定員の平均は16.3人、泊まりの定員の平均は7.6人、
登録者数の平均は20.9人であった。

図表５ 経営主体（回答数236）

※法人種別の分布は、母集団と概ね相違なく、偏りがないことを確認した。

（４）訪問看護サービス及び看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供の在り方に関する調査研究事業

41.9% 27.5% 16.5%
2.1%

3.4%

5.9%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

営利法人 医療法人 社会福祉法人

一般社団法人 特定非営利活動法人 その他

無回答

54.7% 34.3% 9.7%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健師 看護師 介護福祉士 その他 無回答

図表７ 管理者の職種（回答数236）

図表８ 定員、登録者数(単位：人）図表６ 訪問看護事業所の指定等の有の割合（回答数236）

有の割合

訪問看護事業所の指定 72.5%

居宅介護支援事業所の指定 34.7%

共生型サービスの事業所として
の指定

5.1%

登録特定行為事業者または登録
喀痰吸引等事業者としての登録

33.9%

回答件数 平均

登録定員 204 27.7

通いの定員 204 16.3

泊まりの定員 204 7.6

登録者数 232 20.9



【訪問看護ステーション：基本情報（問14）、病院・診療所：基本情報（問14）】
○訪問看護ステーションでは、介護保険での利用実人員は平均55.1人、医療保険のみの利
用実人員は平均24.2人であった。病院・診療所では、介護保険での利用実人員は平均
12.6人、医療保険のみの利用実人員は平均4.0人であった。

○1ヶ月間の利用者1人当たり平均訪問回数は、訪問看護ステーションでは要支援1で4.0
回、要介護1で5.3回、要介護5で8.2回であった。病院・診療所では要支援1で3.0回、要介
護1で4.0回、要介護5で6.3回であった。
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（４）訪問看護サービス及び看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供の在り方に関する調査研究事業

図表9 利用実人員・平均訪問回数（2019年9月分）

訪問看護ステーション（回答数1,154） 病院・診療所（回答数271）

1事業所当たりの
平均利用実人員（人）

利用者1人当たり
の訪問回数（回）

1事業所当たりの
平均利用実人員（人）

利用者1人当たり
の訪問回数（回）

介護保険の利用者 55.1 6.0 12.6 4.7

医療保険のみの利用者 24.2 7.6 4.0 4.7
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要介護２
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図表10 要介護度別の利用者1人当たり平均訪問回数（2019年9月分）
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訪問看護ステーション（回答数1,154） 病院・診療所（回答数271）
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【訪問看護ステーション：加算等（問20、21）、病院・診療所：加算等（問24、25） 】
○看護体制強化加算は、訪問看護ステーションでは「Ⅰ」が2.3％、「Ⅱ」が3.9％、病院・診療
所では「Ⅰ」が4.4％、「Ⅱ」が4.8％であった。

〇看護体制強化加算を算定できない理由は、訪問看護ステーションでは「特別管理加算の
対象となる利用者が少ない」 30.2%、「ターミナルケア加算の算定要件を満たせないため」
18.9%、病院・診療所では「緊急時訪問看護加算の算定対象となる利用者が少ない」が
28.2％、「特別管理加算の対象となる利用者が少ない」が24.8％であった。

（４）訪問看護サービス及び看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供の在り方に関する調査研究事業

図表11 看護体制強化加算の算定割合

図表12 看護体制強化加算を算定できない理由

13.4%

0.9%

5.6%

30.2%

0.4%

7.2%

7.2%

18.9%

16.0%

16.4%

10.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

緊急時訪問看護加算の算定対象となる利用者が少ない

他の事業所で緊急時訪問看護加算を算定している利用者が多い

医療保険での24時間対応体制加算算定者が多い

特別管理加算の対象となる利用者が少ない

他の事業所で特別管理加算を算定している利用者が多い

医療保険で特別管理加算を算定している利用者が多い

特別管理加算の算定者割合の変動が大きく維持が難しい

       加算の算定要件を満たせないため

     期で在宅看取り希望利用者 家族が少ないため

毎月届出を変更したくないから

その他

28.2%

5.1%

5.1%

24.8%

0.4%

3.0%

3.0%

20.5%

17.5%

12.4%

15.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

緊急時訪問看護加算の算定対象となる利用者が少ない

他の事業所で緊急時訪問看護加算を算定している利用者が多い

医療保険での24時間対応体制加算算定者が多い

特別管理加算の対象となる利用者が少ない

他の事業所で特別管理加算を算定している利用者が多い

医療保険で特別管理加算を算定している利用者が多い

特別管理加算の算定者割合の変動が大きく維持が難しい

       加算の算定要件を満たせないため

     期で在宅看取り希望利用者 家族が少ないため

毎月届出を変更したくないから

その他

訪問看護ステーション（回答数1,297） 病院・診療所（回答数272）

看護体制強化加算Ⅰ 2.3% 4.4%

看護体制強化加算Ⅱ 3.9% 4.8%
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訪問看護ステーション（回答数1,219） 病院・診療所（回答数234）



【訪問看護ステーション：加算の状況（問19、20）】
○緊急時訪問看護加算について、2018年９月に50％以上であった事業所（681事業所）が継続して50％以上を維持し
ていたかをみたところ、2019年８月には606事業所（89.0％）が維持していた。半年分でみたところ、2019年３月は198
事業所で、2019年９月は189事業所（95.5％）であった。

〇特別管理加算について、2018年９月に30％以上であった事業所（172事業所）が継続して30％以上を維持していたか
をみたところ、 2019年８月には80事業所（46.5％）が維持していた。半年分でみたところ、2019年３月は108事業所で、
2019年９月は87事業所（80.6％）であった。

〇ターミナルケア加算について、2018年９月に１人以上であった事業所（131事業所）が継続して１人以上を維持してい
たかをみたところ、 2019年８月には5事業所（3.8％）が維持していた。１年分でみたところ、2019年３月は159事業所
で、2019年９月は145事業所（80.6％）であった。さらに５人以上の維持をみたところ、2018年９月で３事業所が2019年
８月には１事業所（33.3%）であった。１年分でみたところ、2019年３月は51事業所で、2019年９月は34事業所
（66.7％）であった。
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（４）訪問看護サービス及び看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供の在り方に関する調査研究事業

図表15 2018年９月および2018年3月～2019年ターミナルケア加算の算定者人数が１あるいは５人以上であった事業所が、継続して1あるいは５人以上を
維持していた事業所数の推移(回答数は各月分は1,066、1年分は262）
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図表13 2018年９月および2018年9月～2019年2月の緊急時訪問看護加算の算定者
割合が50％以上であった事業所が、継続して50％以上を維持していた事業所数の推

移(回答数は各月分は1,055、半年分は265）

図表14 2018年９月および2018年9月～2019年2月の特別管理加算の算定者割合が30％以
上 であった事業所が、継続して30％以上を維持していた事業所数の推移

(回答数は各月分は1,066、半年分は277）



16.1% 20.8% 20.2% 20.4% 22.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

12.7%

18.6%

35.6%

2.1%

0.0%

1.7%

2.5%

7.2%

82.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

看護体制強化加算（Ⅰ）

看護体制強化加算（Ⅱ）

訪問体制強化加算

訪問看護体制減算

サテライト体制未整備減算

中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算

若年性認知症利用者受入加算

栄養スクリーニング加算

総合マネジメント加算

【看護小規模多機能型居宅介護：加算等、サービス提供状況（問21、27、28、31、32）】
○看護小規模多機能型居宅介護事業所の利用者は、要介護3以上が63.1%、認知症高齢者
の日常生活自立度Ⅱ以上が87.8%であった。

○利用者1人あたりのサービス提供は、通い15.7回、泊まり5.9回、訪問（介護）22.8回、訪問
（看護）5.8回、リハビリ職による訪問0.4回であった。

○加算・減算の算定状況は、看護体制強化加算の算定は「Ⅰ」が12.7％、「Ⅱ」が18.6％、訪
問体制強化加算が35.6%、若年性認知症利用者受入加算が2.5%、総合マネジメント加算
は82.6%であった。
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（４）訪問看護サービス及び看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供の在り方に関する調査研究事業

図表19 加算・減算の算定状況（回答数236）

図表16 要介護度別利用者割合（回答数224） 図表18 サービス提供人数、回数(回答数173）

1か月間（19年9月）に
１回以上提供した人数(人）

(1事業所当たり平均）

1事業所当たり
提供回数(回）

登録利用者1人当
たりの提供回数

（回）

通い 20.1 331.8 15.7
泊まり 9.0 124.8 5.9
訪問(介護) 12.1 481.0 22.8
訪問(看護) 12.3 121.4 5.8
ﾘﾊﾋﾞﾘ職による訪問 1.7 9.1 0.4

図表17 認知症高齢者の日常生活自立度別利用者割合
（回答数204）

12.2% 13.2% 20.5% 33.7% 16.3% 4.0%
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Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲ Ⅳ Ｍ

87.8%

63.1%
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57.1%

69.0%

62.6%

44.3%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者や家族の    に沿った目標設定ができる

共通認識のもと統一した     の提供ができる

予防的な視点で          を行うことができる

利用者にあ せた          を行うことができる

医療    が高くても安心して          ができる

     でも安心して          ができる

その他

【訪問看護ステーション：理学療法士等による訪問看護（問27）、利用者票：問25、26、28、29】

○理学療法士等による訪問を行っている訪問看護ステーションでは、要介護では看護職員
のみの訪問が53.0%、理学療法士等のみの訪問が14.8%、理学療法士等及び看護職員の
訪問が29.9％であった。

○看護職員とリハビリ職員の連携や協働が進んだかは、「とても進んだ」が40.0％、「やや進
んだ」が42.2%であった。

○看護職員とリハビリ職員で連携することでのサービスの質の効果としては「共通認識のもと
統一したサービスの提供ができる」が88.2％であった。

図表22 看護職員とリハビリ職員で連携することでの
サービスの質への効果（回答数788）

（４）訪問看護サービス及び看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供の在り方に関する調査研究事業

図表21 看護職員とﾘﾊﾋﾞﾘ職員の連携や協働(回答数782)
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図表20 理学療法士等による訪問を行っている訪問看護
ステーションにおける利用者数の訪問職種別の割合
（要介護者回答数：1,013、要支援者回答数：252）

52.0%

53.0%

21.4%

14.8%

25.8%

29.9%

0.4%

1.2%

0.4%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援者

要介護者

看護職員のみの訪問

理学療法士等のみの訪問

理学療法師等及び看護職員の訪問

看護職員及び他訪問看護事業所の理学療法士等の訪問

理学療法師等及び他訪問看護事業所の看護職員による訪問



１位 ２位 ３位 ４位 ５位

全体 食思不振 疼痛 浮腫 便秘 摂食･嚥下障害 6以上 3～5 0～2 無回答

715 336 322 274 250 242 107 363 225 20
100.0% 47.0% 45.0% 38.3% 35.0% 33.8% 15.0% 50.8% 31.5% 2.8%

全体 食思不振 疼痛 浮腫 易疲労 摂食･嚥下障害 6以上 3～5 0～2 無回答
87 46 38 30 29 29 16 39 30 2

100.0% 52.9% 43.7% 34.5% 33.3% 33.3% 18.4% 44.8% 34.5% 2.3%

全体 摂食･嚥下障害 浮腫 食思不振 便秘 疼痛 6以上 3～5 0～2 無回答
156 79 71 66 58 57 27 75 48 6

100.0% 50.6% 45.5% 42.3% 37.2% 36.5% 17.3% 48.1% 30.8% 3.8%

訪問看護ス
テーション

病院・診療
所

看多機

１位 ２位 ３位 ４位 ５位

全体 食思不振 疼痛 浮腫 便秘 摂食･嚥下障害 6以上 3～5 0～2 無回答

715 336 322 274 250 242 107 363 225 20
100.0% 47.0% 45.0% 38.3% 35.0% 33.8% 15.0% 50.8% 31.5% 2.8%

全体 食思不振 疼痛 浮腫 易疲労 摂食･嚥下障害 6以上 3～5 0～2 無回答
87 46 38 30 29 29 16 39 30 2

100.0% 52.9% 43.7% 34.5% 33.3% 33.3% 18.4% 44.8% 34.5% 2.3%

全体 摂食･嚥下障害 浮腫 食思不振 便秘 疼痛 6以上 3～5 0～2 無回答
156 79 71 66 58 57 27 75 48 6

100.0% 50.6% 45.5% 42.3% 37.2% 36.5% 17.3% 48.1% 30.8% 3.8%

訪問看護ス
テーション

病院・診療
所

看多機

【訪問看護ステーション：死亡した利用者（問18、52）、病院・診療所：死亡した利用者（問18、
44）、看護小規模多機能型居宅介護：看取りを行った利用者（問17、40、42） 】
○死亡した利用者の死亡場所は、訪問看護ステーションで「自宅」が60.3％、病院・診療所で

50.6％であった。
○看多機では看取りを行った利用者のうち、死亡場所は、「事業所内」が62.8％であった。看
多機利用者の死亡場所の本人の意向は、「事業所内」が37.2％、 「自宅」が21.8％、「自宅
または事業所内のいずれか」が16.7%であった。

○利用者の症状については、6つ以上の症状のある割合は、訪問看護ステーションで15.0%、
病院・診療所で18.4%、看多機17.3%であった。
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（４）訪問看護サービス及び看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供の在り方に関する調査研究事業

図表23 死亡場所

図表24 看多機利用者の死亡場所（回答数156）

図表26 利用者の症状の個数

図表25 看多機利用者における死亡場所の本人の意向（回答数156）

（参考） 利用者の症状の選択肢
疼痛、易疲労、混乱、摂食・嚥下障害、食思不振、うつ、不安、脱水、
呼吸苦、不眠、便秘、浮腫

訪問看護ステーション（回答数715）、病院・診療所（回答数87）

50.6%

60.3%

41.4%

30.1%

6.9%

9.5%

1.1%

0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

病院・診療所

訪問看護

ステーション

利用者宅 病院・有床診療所 その他 無回答

21.2% 62.8% 14.7%
1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

看多機

自宅 事業所 その他 無回答

自宅 事業所
内

自宅または
事業所内の
いずれか

病院・有
床診療所

その他 不明 無回
答

21.8% 37.2% 16.7% 7.1% 5.1% 9.6% 2.6%


